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福島県の概況
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県南保健福祉
事務所

相双保健福祉
事務所いわき

出張所

●人口:1,738,228人
●高齢化率： 33.9%
●生産年齢人口割合：

55.5％
(R7.1.1現在の推計人口）

●市町村数：59市町村

●保健師数：７７３人
  県：１３０人
  中核市(3市)：２３５人
  一般市(10市)：１８０人
町村(46町村)：２２８人

（R６年度保健師活動領域調査）
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東日本大震災による被害
2011年3月11日に三陸沖を震源として発生した「平成23年
東北地方太平洋沖地震」はマグニチュード9.0を記録し、国内観
測史上最大級の地震でした。
最大震度7を記録し、激しい揺れとともに、広い範囲で大津波
が押し寄せ、県全土で大きな被害を及ぼしました。

引用：ふくしま復興のあゆみ第41号
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原子力災害に伴う避難指示区域等の状況
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引用：ふくしま復興のあゆみ第41号
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避難指示解除地域の市町村の人口・居住率等

出典：復興庁「原子力災害被災地域の経緯と現状」令和6年8月8日



市町村保健師の人材確保に関する取組

① インターンシップの支援

② 県保健師の派遣

③ 市町村保健師の人材確保・人材育成の状況調査
令和6年度厚生労働科学研究「自治体保健師の計画的・継続的な確保に関する研究－県内市町村における

保健師の確保策の開発－」都道府県保健師確保モデル事業

④ 町村職員の採用情報を県ホームページに掲載

⑤ 福島県町村職員就職オンラインセミナー 等
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① インターンシップの支援

【県内５保健福祉事務所で実施】

(1) 目的

市町村等のインターンシップを支援し、保健師等の確保を目指す。

(2) 内容 

• 市町村等のインターンシップ情報をとりまとめ、広く周知。

• インターンシップを希望する学生及び看護職へ、

旅費、宿泊費(3～5万円上限）及び傷害保険料を助成。

(3) 課題

• 交通の便が悪い地域への希望者が少ない

• インターンシップ後のフォロー
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県保健福祉事務所によるインターンシップ（職場体験）支援事業



② 県保健師の派遣

(1) 対象町村

• 震災後、マンパワーが不足している町村

• 募集を行っても保健師の確保が困難な町村

(2) 派遣体制

• 派遣に係る町村及び派遣保健師との調整 【健康づくり推進課】

• 派遣保健師は健康づくり推進課に在籍

• 町村及び派遣保健師と面談を実施 【健康づくり推進課、地方振興局】

• 派遣保健師の業務のサポートや現任教育等 【管轄保健福祉事務所】
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福島県市町村支援プログラム「保健センター業務等支援」による保健師派遣

※市町村支援プログラム（R2.3 福島県行財政改革推進本部策定）

人口減少と高齢化が進む中、特に小規模自治体が安定した行政サービスを継続して提供できるよう、

分野別や支援形態別にメニュー化し、市町村を支援。
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調査項目 派遣保健師からの回答

主な担当業務 特定健診・特定保健指導、がん検診、健康増進計画策定など

町村保健師の魅力 地域住民の存在が近く、直接、関われること

町村の課題
・マンパワー不足、事務も行っているため保健師業務に注力できない
・事業評価を行う体制がない（記録を残す、実績から全体を考える等がない）

役場内の相談体制 課長、先輩や同僚の保健師等に相談

現任教育体制 管轄保健福祉事務所の研修や希望する研修は受講できた

今後、活かしたいこと等
・十分に理解せずに照会等していた業務の実際の流れや実情が理解できた。
・町村の立場に立ち、事業企画や提案ができるようにしていきたい。
・町村の状況が知れたことが、現在の職場でも支えとなっている。

福島県市町村支援プログラム「保健センター業務等支援」による保健師派遣

(3) 実績

     R３年度：１村 R４年度：２町 R５年度：２町  R６年度：２町

   ※派遣時の保健師経験年数：

(4) 派遣保健師が感じた町村の魅力や課題等（アンケート結果から）

５～９年 ６人

１０～１４年 １人
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(5) 課題

【派遣調整側】 

• 県保健師は、20歳代と30歳代前半で約6割を占めるため、中堅期保健師の派遣要請に

応えるのが難しい。

• 新任期後期・中堅期前期の保健師を派遣した際のサポート体制の充実。

• 市町村に派遣できる保健師の育成と市町村派遣が選択肢となる体制や風土づくり。

• 派遣先の優先順位づけが難しい。（基本的には保健師数が少ない町村を優先）

• 県保健師の確保が困難になった場合は、町村への派遣が難しくなる。

【派遣保健師】

• 派遣保健師の役割や業務の明確化、キャリアラダーによる能力獲得の明確化とキャリ

アパスへの位置づけ。

• サポート体制の明文化と周知。

福島県市町村支援プログラム「保健センター業務等支援」による保健師派遣



③ 市町村保健師の人材確保・人材育成の状況調査

調査結果の概要（調査対象：市町村統括保健師、県及び市町村新任期保健師）

【人材確保】
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令和6年度厚生労働科学研究「自治体保健師の計画的・継続的な確保に関する研究－県内市町村における保健師の
確保策の開発－」都道府県保健師確保モデル事業の一環で実施

現状・課題 今後、必要と考えられる対策

・新任期保健師の９割は県内出身者
⇒ 県内出身者への働きかけ

・県内保健師教育機関への募集案内等の継続
・隣接県等の保健師教育機関への募集案内の拡大
・保護者への情報発信

・新任期保健師の看護職経験者は、県保健師は   
約4人に1人、市町村保健師は約2人に1人
 ⇒ 看護職として就労している方への情報発信

・看護協会やハローワークとの連携
・ホームページ等での情報発信
・求人情報の積極的な拡散 

・就職した際に考慮したこととして、実習、インターン
シップでの印象が良いが多かった。また、市町村で
は、奨学金、転居費用等の助成も多かった

⇒ 実習やインターンシップの積極的な受け入れ
市町村における修学資金制度等

・実習やインターンシップなど、保健師業務を紹介・
体験できる機会の積極的な提供 

・市町村での修学資金、生活に必要な資金の支援



調査結果の概要（調査対象：市町村統括保健師、県及び市町村新任期保健師）

【人材育成】
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市町村統括保健師が感じている課題 分 類※

独自の現任教育指針がない

人材育成の方針に基づく統一した人材育成
人材育成についての認識が統一できていない
経験者への人材育成
事業等経験で学ぶ
中堅期・管理期のプログラムがない 中堅期保健師育成の手薄さ
統括保健師業務の確立 管理職のロールモデルの少なさと管理期保健師を対象とし

た研修の少なさ管理期前世代の行政能力/施策立案能力の育成

ジョブローテーション 効果的なジョブローテーション
分散配置 分散配置による経験の差
プリセプターの負担が大きい

OJTを支える手間と時間の不足

年齢層の偏りがある
育休・産休中の保健師が多い
業務量の増加
保健師一人一人の能力に応じた指導
マンパワー不足
規模が小さく対応（ケース検討等）困難 研究や事例のまとめに費やす余裕のなさ
保健師活動へのモチベーションを保つ 実習時間が少ない新卒保健師の地区活動推進力の育成
※令和4(2022)年3月「保健師活動の展開推進・人材確保育成」調査研究最終報告書P37保健師人材育成上の課題（研究代表者 井伊久美子）

新任期保健師が働き続けるために必要と感じている支援 ： 教育体制、ラダーの明確化
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【人材確保】

課 題 今後の対応

・小規模自治体の特に交通の便が悪い
地域への支援

・小規模自治体保健師の魅力発信への支援
・事業の評価と効果的かつ効率的な事業展開に向けた支援

・インターンシップ後のフォロー ・インターンシップ後も情報を届ける仕組みづくり

・2040年以降を見据えた支援（県保健
師の確保困難を見据えた対応）

・県保健師の魅力発信
・市町村の現状・課題を把握し、市町村とともに対策を検討・実施できる
関係性づくり
・事業の広域化または近隣自治体で共同実施等の検討

市町村保健師の人材確保の取組からみえた課題と今後の対応

【人材育成】

課 題 今後の対応

・町村に派遣できる保健師及びサポートできる保健師
の育成

・福島県自治体保健師の現任教育指針に基づく現任教
育の徹底と切れ目のない体系的な研修への見直し
・キャリアパスの明確化
・市町村の現状を俯瞰的にみて、課題・対策等を市町村
とともに考えられる活動を継続できるよう研修と演習の
実施（地域/地区カルテ※を活用した活動の横展開）
・学会等への発表・参加の推奨

・市町村の現状・課題を把握し、市町村とともに対策を
検討・実施できる保健師の育成

・県と市町村保健師がともに育ちあえる切れ目のない
現任教育体制の整備・充実

※厚生労働科学研究費補助金（H28-健危-一般-003） 「地域特性に応じた保健活動推進ガイドラインの開発」



少子高齢化・人口減少社会において
地域を俯瞰的にみて課題を捉え、予防の視点も持ちながら

統括保健師等や多職種との連携・協働により
戦略的に保健師活動が展開できるよう取り組んでいきたい
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今回、振り返りの機会をいただきまして、
ありがとうございました。
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